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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

１ 活力を創る 

【戦略１】ビッグチャンスを生かす 

 戦略１－①産業力の強化 

 ◆ 中小企業のチャレンジをサポートする 

 

 

 

 

73,565 

 

 

 

59,982 

 

 

 

１ 建設産業総合支援事業 

 (1)  建設業者新分野支援事業 

県内建設業者の経営力強化を図るため、新分野（農林水産業、環境、福祉等）進出に係る

マーケティング調査や技術の習得、販路開拓のための情報発信に要する経費の一部を補助し

た。 

・採択事業件数：2件 

(2) 営業所立入調査事業 

経営事項審査における財務諸表の疑義案件等について営業所への立入調査を実施した。 

・立入調査件数：7件 

(3) 建設業者法令遵守対策事業 

県警派遣職員及び再任用職員の２名体制により、建設業者の営業所等を訪問し、法令遵守

指導を行った。 

・訪問件数：278件 

(4) 建設産業イメージアップ戦略事業 

若年者の人材確保を図るため、行政、業界団体、教育機関が一体となった広報戦略を実施

した。 

・高校生ガイダンスの開催 

・小中学生向け広報誌「どぼくま新聞」の作成 

・「魅力発信展示会」の開催 

・高校生の現場見学への補助 等 

(5) 建設産業若手技術者育成支援事業 

若年者の人材育成を図るため、高校生や従業員の資格取得、研修、処遇改善に要する経費

の一部を補助した。 

・資格取得交通費支援：８校187名実施 

・小型車両建設機械等講習：456名 

・資格取得費補助件数：335名 

・処遇改善費補助件数：24件 

 

 

 

 

建設業指導監督費の

うち 

Ｐ315～Ｐ316 

 



 

- 138 - 
 

（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（◆ 中小企業のチャレンジをサポートする) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 建設産業若手技能者雇用促進事業 

新たに若年者を雇用して、認定訓練を実施する企業に対し、若年者の賃金の一部を補助し

た。 

・補助件数：14名 

(7) 建設産業入職支援事業 

熊本県建設産業団体連合会が実施する県内建設業者の自社ＰＲ支援や女性の交流会実施に

対し、その経費の一部を補助した。 

 

 

◆ 福祉を成長産業として支援する 

 

229,442 154,942 

 

１ 高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業 

高齢社会に対応し、高齢者の住まいにふさわしいバリアフリー構造等を有し、ケアの専門家

によるサービス付きの高齢者向け住宅の供給を促進するため、中山間地域等において住宅供給

を行う民間事業者等に対し、助成を行った。 

・高齢者向け優良賃貸住宅家賃減額補助件数  26件 352戸（補助対象戸数） 

・サービス付き高齢者向け住宅整備費補助件数  ３件 49戸   

住宅建設費のうち 

Ｐ343～Ｐ344 

 

【戦略３】地域力を高める 

 戦略３－①交流拡大による地域振興 

 ◆ 新幹線効果を各地域へ広める 

 

 

 

 

530,684 

            

 

 

530,684 

 

 

 

１ 新幹線駅へのアクセス道路整備事業 

  新幹線の開業効果を最大限に生かすため、市街地や観光地等と新幹線駅とのアクセス向上を

図った。 

(1) 新八代停車場線地域道路改築事業 

八代地域の北部方面から新八代駅へのアクセス性を強化させるとともに、地域の骨格的道

路の形成を図るため、新八代駅停車場線（八代市西方～千丁町 2.7km）の道路整備を推進し

た。 
 

２ 港湾海辺空間創造事業  

  九州新幹線の停車駅である熊本駅を離発着するＪＲ九州「Ａ列車で行こう」と、観光地であ

る天草地域へ向かう海路との結節点である三角港において、東港地区のにぎわい創出と交流拠

点の再生に向けた景観広場整備を実施した。 

 

 

 

道路新設改良費のう

ち 

Ｐ322～Ｐ323 

 

 

 

 

 

港湾建設費のうち 

Ｐ333～Ｐ335 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

２ アジアとつながる 

【戦略５】アクション・アジア 

戦略５－①アジアに打って出る 

◆ ポートセールスを新体制で展開する 

 

 

 

2,052,821 

 

 

 

1,964,285 

 
 
 
１ 重要港湾改修事業等 
(1) 八代港の整備 

県内最大の物流拠点としての更なる機能向上を図ることを目的として、貨物船の大型化に

対応する施設整備等に取り組んでおり、水深14ｍ航路の整備を促進した。 
(2) 熊本港の整備 
    熊本都市圏及び県北地域における物流拠点としての機能向上に向け、航路・泊地の埋没対
策としての防砂堤を整備するとともに、水深7.5ｍ航路・防波堤の整備を促進した。 

 

 

 

港湾建設費のうち 

Ｐ333～Ｐ335 

３ 安心を実現する 

【戦略６】長寿を楽しむ 

 戦略６－②長寿の安心を実現するための体

制づくり 

◆ 長寿を支える環境を整備する 

 

 

 

 

449,527 

 

 

 

 

 

336,463 

 

 

 

 

 

１ 公営住宅ストック総合改善事業（住戸改善分） 

  県営住宅ストックの有効活用、既存県営住宅の居住水準の向上を目的に、入居者だれもが安

全で安心して生活できるように、住戸内の段差解消、手すり設置等のＵＤ配慮改善工事を行っ

た。 

・武蔵ヶ丘団地外 ７団地 110戸 

 

２ 高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業（再掲）（Ｐ138）に記載 

  高齢社会に対応し、高齢者の住まいにふさわしいバリアフリー構造等を有し、ケアの専門家

によるサービス付きの高齢者向け住宅の供給を促進するため、中山間地域等において住宅供給

を行う民間事業者等に対し、助成を行った。  

・高齢者向け優良賃貸住宅家賃減額補助件数  26件 352戸（補助対象戸数） 

・サービス付き高齢者向け住宅整備費補助件数  ３件 49戸 

 

 

 

 

住宅建設費のうち 

Ｐ343～Ｐ344 

 

【戦略１０】災害に負けない熊本  

 戦略１０－①災害に負けない社会インフ

ラ、ソフト対策の強化 

◆ 自助・共助・公助を強化する 

 

 

 

 

 55,904 

  

 

 

 

38,250 

 

 

 

１ 河川改修事業 

河川課管理の気象観測局 128（雨量、水位等）全局について保守点検を行い、その結果によ

り、10局で観測機器の更新等を行った。 

 

 

 

 

河川海岸総務費のう

ち 

Ｐ324～Ｐ326 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（◆ 自助・共助・公助を強化する） 

 

 

 

 

 
 

事  業  名 決 算 額 箇  所  名 

単県河川海岸情報基盤整備事業費 38,250 
白川 外７河川 

三角港 外１港 等 
 

 

 

◆ 災害に強い基盤をつくる 31,990,602 

 

19,413,948 

 

１ 道路災害防除事業等 

  道路における災害を未然に防止するため、平成８～９年度に実施した道路防災総点検におけ

る点検箇所や落石の実績がある箇所等、緊急性の高い箇所について、落石や斜面崩壊等に対す

る防災対策を行った。 

 

２ 橋りょう補修事業 

県管理の道路橋において、耐震補強及び老朽化損傷対策を実施した。 

老朽化対策としては、橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、全ての橋りょうについて５年に

一度の定期点検を行うとともに、予防的な修繕を行った。 
 

事  業  名 決� 算 額 箇  所  名 

単県道路災害防除費 503,836 大牟田植木線（山鹿市）外44箇�所 

道路施設保全改築費のうち災害防除

分（経済対策分含む） 
1,013,848 国道387号（菊池市）外46箇所 

道路施設保全改築費のうち路側構造

物分 
10,000 中津道八代線（八代市）外１箇所 

事  業  名 決 算 額 箇  所  名 

道路施設保全改築�費（橋りょ�う

補修分） 
2,376,576 国道501号(新大浜橋)外116箇所 

単県橋りょう補修費 559,036  多良木相良線(新幸平橋)外63箇所 

道路維持費のうち 

Ｐ320～Ｐ322 

道路新設改良費のう

ち 

Ｐ322～Ｐ323 

 

 

 

 

 

 

橋りょう維持費のう

ち 

Ｐ323～Ｐ324 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（◆ 災害に強い基盤をつくる）   ３ 河川改修事業等 

生命・財産の保全や産業の発展に寄与するために、水害常襲地の解消を目的に治水・利水施

設の効率的整備を図り、河川環境に配慮しながら河川改修事業を実施した。 

  併せて、洪水災害等に対する警戒・避難活動を支援するため、総合流域防災事業により、河

川監視カメラを設置（H27：４台、計：55台）するなど防災情報の充実を図った。 

  また、海岸においては、防災機能を損なった堤防・護岸について、台風高潮に対する防災機

能向上を図るため、施設整備事業を実施した。 

事  業 �名 決 算 額 箇  所  名 

河川改修事業費 2,452,525 大鞘川 外17河川 

都市基盤河川改修費 15,930 健軍川 外３河川 

単県河川改良費 970,038 浜戸川 外40河川 

河川等災害関連事業費 650,960 白川 外３河川 

河川激甚災害対策特別緊急事業費 5,980,925 白川 外１河川 

海岸高潮対策事業費 152,975 荒尾海岸 

単県海岸保全費 63,794 湯の児海岸 外11海岸 

 

４ 防災体制の強化推進 

 土砂災害に対する警戒・避難体制の整備強化を図るため、次の事業を実施した。 
事  業  名 決  �算 額 内     容 

土砂災害警戒避難対策事業 1,330,927 

基図作成、基礎調査 

区域指定    5,014箇所 

（累計 14,877箇所） 

火山噴火警戒避難対策事業 19,087 緊急減災対策計画等 

 

５ 土砂災害対策 

土石流、地すべり、がけ崩れの土砂災害を防止し、県民の生命・財産を守るため、土砂災害

防止施設等の整備を実施した。 

事  業  名 決 算 額 箇� 所  名 

砂防事業 1,909,032 新川     外39箇所 

地すべり対策事業 194,284 間所地区   外11箇所 

急傾斜地崩壊対策事業 1,210,173 小ヶ蔵地区   外48箇所 
 

河川海岸総務費のう

ち 

Ｐ324～Ｐ326 

河川改良費のうち 

Ｐ327～Ｐ328 

海岸保全費のうち 

Ｐ330～Ｐ331 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

砂防費のうち 

Ｐ328～Ｐ330 

 

 

 

 

 

 

砂防費のうち 

Ｐ328～Ｐ330 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

４ 百年の礎を築く 

【戦略１１】熊本都市圏の拠点性向上 

 戦略１１－②ハブ機能の強化 

 ◆ 大空港構想を進める 

 

 

11,255 

 

 

10,354 

 

 

１ 違反広告物等対策嘱託職員費 

違反広告物の対策強化のため嘱託職員を配置し、空港周辺の継続的な沿道監視を行い、違反

広告物の新規掲出を抑制した。    

・空港周辺監視回数 77回（個別指導回数：8回） 

 

都市計画総務費のう

ち 

Ｐ336～Ｐ339 

◆ 世界的な熊本駅をめざす 

 

3,451,110 

 

3,391,017 

 

 

１ 連続立体交差事業 

  平成30年度の事業完了に向けて着実に進捗を図った。 

・残る熊本駅部の鹿児島本線下り線２km及び豊肥本線約１kmの高架橋工事を促進 

・高架橋工事に支障となる田崎迂回路（仮陸橋）について、通行を仮踏切のある平面道路へ切

り替え、撤去を実施 

・段山陸橋の復元工事を完了し通行を再開 
 

都市計画総務費のう

ち 

Ｐ336～Ｐ339 

◆ すべての道はくまもとに通じる 9,204,046 6,418,708 １ 九州横断自動車道延岡線  

  本県の九州における拠点性を高めることを目的として、横軸となる九州横断自動車道延岡線

の小池高山ＩＣ・山都間の整備を促進した。また、本路線の地域における利便性を高めるため

の追加ＩＣについての整備を促進するとともに、アクセス道の整備を推進した。 

 

２ 南九州西回り自動車道  

九州の縦軸となる南九州西回り自動車道において、熊本県側で未供用区間となっている芦北

ＩＣ・県境間の整備を促進し、津奈木ＩＣまでの区間が開通した。 

 

３ 熊本天草幹線道路事業  

  熊本都市圏と天草地域や沿線地域との交流・連携強化を図ることを目的とした熊本天草幹線

道路において、国道266号大矢野バイパス及び国道324号本渡道路の整備を推進した。 

また、熊本宇土道路及び宇土道路の整備を促進した。 

 

４ 国道57号４車線化事業   

阿蘇地域の主要幹線道路である国道57号の観光シーズンや休日における渋滞解消を図ること

を目的として、４車線拡幅整備を促進した。 

 

道路新設改良費のう

ち 

Ｐ322～Ｐ323 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

【戦略１２】悠久の宝の継承 

戦略１２－①くまもとの歴史・文化の磨き

上げ、継承 

◆ 歴史・文化を磨き上げる 

 

 

 

 

 

 

 

73,628 

 

 

 

 

64,312 

 

 

 

１ 鞠智城国営公園化ＰＲ事業 

鞠智城の国営公園化を推進するため、認知度の向上を図った。 

・シンポジウム（明大アカデミーコモン）の開催 

・鞠智城展（ソラリアプラザ・イオンモール熊本）の開催 

・鞠智城公式ガイドブックを発刊 

・鞠智城キャラクター「ころう君」のキャラバン隊によるＰＲ活動実施 

 

２ 鞠智城公園推進事業 

鞠智城の魅力アップのため、菊池川流域における周遊ルート、広報活動等の検討の他、大規

模歴史公園基本計画策定の基礎資料となる環境調査（冬春）を実施した。 

 

 

 

都市公園費のうち 

Ｐ340～Ｐ341 

 

 

戦略１２―②くまもとの自然・景観の保

全・継承 

◆ 阿蘇の草原・景観を引き継ぐ 

 

 

2,644 

 

 

 

 

2,301 

 

 

１ 美しく品格ある景観づくり啓発事業 

地域における景観づくり活動の中心的役割を担う人材育成を図るため、地域景観コーディネ

ーター養成講座及び既登録者を対象とした実践講座を開催した。 

・地域景観コーディネーター登録者33名（登録者総数123名） 

・実践講座受講者40名 

 

２ 市町村景観計画策定支援等事業 

  良好な景観保全及び形成を図るために上天草市及び玉名市が取り組んでいる景観計画及び景

観条例の策定を支援するため、市町村への指導助言を実施した。 

 

 

景観整備費のうち 

Ｐ317～Ｐ318 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

【戦略１３】環境を豊かに 

戦略１３－①生活と自然との共生 

◆ みどりの創造プロジェクトを進める 

 

 

1,462 ,351 

 

 

1,446,223 

 

 

１ 単県沿道環境整備事業 

  地域の実情に即した環境再生・景観向上・緑化等事業を推進することで、次世代へと継承す

べき豊かな自然環境の保全・再生を図るため、関係機関との協議や基本設計の実施並びに景観

に配慮した防護柵整備や防草対策等を実施した。 

  事  業  名 決 算 額 箇  所  名 

単県沿道環境整備事業 918,112 国道266号（宇城市）外10箇所 

 

２ 単県河川環境整備事業 

  河川環境を再生し、人々が集い親しめる河川空間を創出するため、環境に配慮した護岸整備

を実施した。 

事  業  名 決 算 額 箇 所 名 

単県河川環境整備費 303,928 花原川 外７河川 

 

３ 単県港湾環境整備事業 

  天草へ通じる海の玄関口である三角港において、世界文化遺産に登録された西港地区の歴史

的景観再生と観光振興の向上を図るための景観整備を促進した。 

事  業  名 決 算 額 箇 所 名 

単県港湾環境整備事業 224,184 三角港 外３箇所 
 

 

 

道路維持費のうち 

Ｐ320～Ｐ322  

 

 

 

 

 

河川改良費のうち 

Ｐ327～Ｐ328 

 

 

 

 

港湾建設費のうち 

Ｐ333～Ｐ335 

 

 

 

 

◆ 有明海・八代海を再生する 3,083,679 3,031,417 １ 浄化槽整備事業 

  公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に資するため、浄化槽設置者に補助を行っている

市町村に対し補助を行った。 

また、市町村自らが設置主体となって浄化槽の整備を行う事業に対して、事業の翌年度に事

業費の 6.5%を交付し、さらに、国庫補助対象とならない事業（10基未満）に対しては、事業費

の１/６を当年分として補助することにより、浄化槽整備を推進した。 

  また、単独処理浄化槽又はくみ取便所から合併処理浄化槽へ転換した場合、浄化槽設置整備

事業に加えて、浄化槽の設置に要する経費の２割に相当する額を基準額として市町村が助成す

る場合に、その１/２を上乗せ補助し合併処理浄化槽への転換を促進した。 

 

環境整備費のうち 

Ｐ206～Ｐ208 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（◆ 有明海・八代海を再生する）    

事  業  名 決 算 額 内     容 

浄化槽設置整備事業(個人設置型) 205,574 熊本市 外33市町村1,568基 

浄化槽市町村整備推進事業交付金 

(市町村設置型) 
10,759 玉名市 外 ９市町村180基 

市町村設置型浄化槽整備促進事業 2,133 玉名市 外２町16基 

合併処理浄化槽整備促進事業 31,177 熊本市 外12市町村431基 

 

２ 集落排水事業 

  公共用水域の水質保全及び農村・漁村地域の生活環境の改善に資するため、農業・漁業集落

における生活排水処理施設について、市町村が主体となって行う整備に対して事業の翌年度に

事業費の6.5%を交付することにより、集落排水施設整備を推進した。 

事  業  名 決 算 額 箇  所  名 

農業集落排水施設整備推進費 30,984 米田東部（山鹿市）外２地区 

団体営農業集落排水事業費 121,276 横島（玉名市）地区 外11地区 

漁業集落排水施設整備後年交付金 5,200 本郷漁港（天草市） 

漁業集落排水施設整備事業費 118,976 本郷漁港（天草市） 

 

３ 流域下水道建設事業 

  公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に資するため、流域別下水道整備総合計画に基づ

き、県内３箇所（熊本北部、球磨川上流、八代北部）の流域下水道の整備を行った（11市町

村）。 

熊本北部流域下水道においては、水処理施設の改築に併せ高度処理化を実施しており、平成

26年度までに１～３池目を、平成 27年度に４池目を高度処理施設として運用開始した。平成

23年度から供用開始している８池目、平成 27年度から供用している９池目と合わせ、現在、

施設能力の64%程度を高度処理化している。 
 

箇 所 名 決 算 額 内     容 

熊本北部�流域 917,441 処理場の増設・改築更新及び全体計画設計業務委託 

球磨川上流流域 237,710 処理場の改築更新及び耐震対策工事 

八代北部流域 3,753 熊本県生活排水処理構想見直し業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地改良費のうち 

Ｐ258～Ｐ259 

漁港建設管理費のう 

ち 

Ｐ287～Ｐ288 

 

 

 

 

 

熊本北部流域下水道

建設費（熊本県流域

下水道事業特別会

計）のうち 

Ｐ464～Ｐ465 

球磨川上流流域下水

道建設費（同上）の

うち 

Ｐ467 

八代北部流域下水道

建設費（同上）のう

ち 

Ｐ469 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（◆ 有明海・八代海を再生する）   ４ 流域下水道維持管理事業 

公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に資するため、県内３箇所（熊本北部、球磨川上

流、八代北部）の流域下水道について、指定管理者制度により導入し、適正かつ効率的な維持

管理を行った（11市町村）。 

熊本北部浄化センターにおいては、下水の処理過程で発生する消化ガスを利用した発電及び

放流水の落差を利用した小水力発電を行うことにより、維持管理に必要な購入電力量を約 40%

削減するとともに、地球温暖化防止にも貢献することができた。併せて、消化ガス発電によっ

て産み出す電力は「グリーン電力価値」を有しているため、電気そのものと切り離して証書と

して売却することで、収入を得た。(平成27年度 収入額3,004千円) 

 
 

箇 所 名 決 算 額 内     容 

熊本北部流域 892,338 平成27年度処理水量 20,470,155ｍ3 

球磨川上流流域 228,774 平成27年度処理水量  2,504,212ｍ3 

八代北部流域 225,322 平成27年度処理水量  2,366,638ｍ3 

熊本北部流域下水道

管理費（熊本県流域

下水道事業特別会

計）のうち 

Ｐ463～Ｐ464 

球磨川上流流域下水

道管理費（同上）の

うち 

Ｐ465～Ｐ467 

八代北部流域下水道

管理費（同上）のう

ち 

Ｐ467～Ｐ469 

 

６ その他 

(18) 熊本広域大水害への対応 

 

15,510,573 

 

9,749,186 

 

 

１ 河川激甚災害対策特別緊急事業 

平成 24年７月 12日に発生した熊本広域大水害により沿川の地域に甚大な被害が発生した白

川外１河川について、家屋浸水被害を効果的に軽減するために、平成 24年度から概ね５年間を

目処に緊急的な事業を実施している。平成 27年度については、用地買収・河床掘削等を実施し

た。 

事  業  名 決 算 額 内     容 

河川激甚災害対策特別緊急事業費 

（再掲）（Ｐ141）に記載 
5,980,925 白川・黒川 

 

２ 河川等災害関連事業 

  平成 24年７月 12日に発生した熊本広域大水害により甚大な被害が発生した白川外６箇所に

ついては、再度災害防止や安全度向上のため、改良工事を加えて復旧事業を実施している。平

成27年度については、用地買収・護岸工等を実施した。 

事  業  名 決 算 額 内     容 

河川等災害関連事業費 

（再掲）（Ｐ141）に記載 
650,960 白川 外３河川 

 

 
河川改良費のうち 

Ｐ327～Ｐ328 
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（土木部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

((18) 熊本広域大水害への対応）  

 

 

  

 

３ 土砂災害対策 

土砂災害が発生した箇所の再度災害を防止し、生命・財産を守るため砂防設備の整備を実施

した。 

事  業  名 決 算 額 内     容 

砂防激甚災害対策特別緊急事業費 3,117,301 
阿蘇地域26箇所 

（測量・設計、用地補償、工事） 
 

 

砂防費のうち 

Ｐ328～Ｐ330 

(19)くまもとアートポリス推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12,560 10,613 １ くまもとアートポリス推進事業 

環境デザインに対する関心を高め、都市文化並びに建築文化の向上を図るとともに、文化の

情報発信地としての熊本を目指して、優秀な建築家やデザイナーの才能・アイデアを集結し、

機能面はもとよりデザイン面にも優れた、後世に残る文化的資産を創造する「くまもとアート

ポリス事業」を推進するために、各種事業を実施した。 

・アートポリスプロジェクトの取組み（熊本県総合防災航空センター等） 

  熊本県総合防災航空センター設計者選定プロポーザル公開審査 （参加者110人） 

・アートポリスシンポジウム「ホスピタリティと建築」（参加者240人） 

・第21回アートポリス推進賞実施（県内外から35点応募） 

・アートポリス見学ツアーの実施（参加者39人） 

・こども建築塾開催（参加者19人） 

・国内外からのくまもとアートポリス施設の視察者に対し、案内や事業説明等の実施 

（31回619人うち海外230人） 

土木総務費のうち 

Ｐ313～Ｐ315 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(20)建築物環境性能向上促進事業 

 

 

 

 

828 537 １ 建築物環境性能向上促進事業 

建築物に係る温室効果ガス排出削減の取組みを促すために、熊本県地球温暖化の防止に関す

る条例に基づき、「熊本県建築物環境配慮制度」を平成22年10月１日に施行し、平成28年３

月末までに建築物環境配慮計画書の届出が453件あった。 

また、本制度の普及促進のために、建築技術者等を対象とした技術講習会を開催した。（平成

27年11月、参加者22人） 

建築指導費のうち 

Ｐ316～Ｐ317 

 

 
 
 
 
 


